
 

 

 
 

第５回徳島県公立高等学校の在り方検討会議の概要について 
 
 
１ 日 時  令和８年４月２３日（木） 午後１時３０分から午後３時３０分まで 
 
２ 場 所  徳島県庁 １０階 大会議室（徳島市万代町１丁目１番地） 
 
３ 出席者   （１） 委員 １６名中１２名出席（欠席４名）   

 （２） 県  教育改革統括監、教育創生課長 ほか 
 
４ 報 告    2040 年に向けた高等学校教育改革について 
 
５ 議 題   （１）地域の拠点校について   

 （２）全国募集の在り方について 
 
６ 意見交換における主な発言概要 
 
（１）地域の拠点校について 

〇拠点校の設置エリアについては、生徒の通学時間や交通アクセスを考慮するとともに、
産業界が連携しやすい地域であることも判断材料の１つになるのではないか。 

○拠点校は、生徒の高い進路目標の達成を支援する役割を果たすべきであり、各校のこ
れまでの取組状況や組織体制、有するノウハウなどの観点から選定する必要がある。 

〇特に拠点校以外の学校については、学校運営協議会制度を生かし、地域や産業界との
協働による魅力ある学校づくりを推進すべきである。 

〇将来的により厳しい人口減少を想定し、ネクストハイスクール構想も踏まえ、拠点校
における具体的な教育内容についても併せて検討しておく必要がある。 

〇遠隔地からでも質の高い授業を受けられるよう、オンライン授業等の環境整備を進め
ることで、県全体での多様な学びの選択肢を確保してはどうか。 

 

（２）全国募集の在り方について 

〇私立高校の授業料無償化等の影響で生徒の進路選択が多様化しているため、県内外へ
の進学動向に関する正確なデータを収集・分析し、今後の対応を検討する必要がある。 

〇各高校が自校の状況を分析し、効果的な生徒募集や魅力化等に活用できるよう、県に
おいてデータを集約・還元する仕組みを整えるとともに、中学生や保護者が納得して
進路を選択できるよう、事実に基づいた適切な情報提供に努めていただきたい。 

〇県外からの生徒の受け入れについては、県・市町村・民間が連携した施設整備や空き
家の活用など、ハード・ソフト両面から安心できる住環境の整備が重要である。 

 

（３）その他 

〇国の動向や財政支援を踏まえた高等学校教育改革実行計画の策定においては、本検討
会議を適宜活用しながら、計画づくりを進めていただきたい。 

〇ネクストハイスクール構想における改革先導拠点については、これまでの公立高校の
在り方検討の方向性を踏まえ、総合的な観点から選定することが重要である。 

 
〇学校の小規模化が進む中、市町村が強い危機感を持ち、主体的に高校の魅力化に関わ

る姿勢が不可欠であり、県としてもその現状や危機感を明確に伝えるべきである。 

〇中学生の主体的な進路選択に資する柔軟な入試制度となるよう、複数校を志望できる
併願制度の導入などを検討すべきである。 

〇高校の特色化に合わせ、生徒が将来ビジョンを自ら描けるよう、小中学校段階から多
様な学びの経験を通じたキャリア教育の充実を図るとともに、生徒の個性に寄り添っ
た進路指導を進めていく必要がある。 

〇商業教育の高度化・魅力化を図るためには、現在分散している人的リソースの重点的
な配置が不可欠である。 

令和８年６月定例会（事前） 
こども未来・安心対策特別委員会資料 
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令和８年４月２３日現在

徳島県公立高等学校の在り方検討会議委員一覧

氏　　名 役　　　職　　　等

赤　松　梨江子
四国まなび未来ネットワーク研究所　代表
文部科学省ＣＳマイスター

岩　本　　　悠 一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム　代表理事

植　田　　　滋 四国化工機株式会社　代表取締役社長CEO

蔭　西　義　輝 公益財団法人徳島経済研究所　上席研究員

金　西　計　英
徳島大学人と地域共創センター　センター長
徳島大学高等教育研究センター　教授

木屋村　浩　章
徳島県高等学校長協会　会長
徳島県立城東高等学校　校長

佐　古　秀　一 鳴門教育大学 学長

鈴　鹿　　　剛 四国大学 准教授

住　村　早　紀 徳島市・名東郡ＰＴＡ連合会　会長

滝　川　　　尚
徳島県中学校長会　事務局長
徳島市富田中学校　校長

田　村　康　治
徳島県小学校長会　会長
徳島市富田小学校　校長

納　田　明　豊 有限会社NOUDA　代表取締役社長

森　田　眞　麻 独立行政法人国際協力機構四国センターJICA徳島デスク　国際協力推進員

正　木　美智子 徳島県ＰＴＡ連合会　副会長

松　本　賢　治
徳島県市町村教育長会　会長
徳島市教育委員会　教育長

米　田　若　菜 一般社団法人神山つなぐ公社　ひとづくり担当

※50音順、敬称略
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2040 年に向けた高等学校教育改革について 
 

１ 国の動き 

（１） 高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）の策定（令和８年２月） 

（２） 高等学校教育改革促進基金の創設（令和７年度補正予算） 

  ・産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業 （令和８年度～令和１０年度） 

（３） 「高等学校教育改革交付金（仮称）」の創設（予定） （令和９年度～） 

（４） 高等学校教育改革等推進事業債（仮称）等の創設 
 

→ 都道府県による「高等学校教育改革実行計画」の策定（令和８年度中に） 
 
 

２ 「産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業」の申請について 
（１） 事業概要 
・2040年問題を見据えた産業人材や理系人材育成等のため改革先導拠点を創出 

  （３類型：①ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ｴｯｾﾝｼｬﾙﾜｰｶｰ育成、②理数系人材育成、③多様な教育機会の確保） 
・事業費（補助基準額・国 10/10、R8～10年度）１県あたり 62億円程度（申請上限額） 

 
（２） 当事業の活用についての検討 
・事業趣旨を踏まえ、本県が抱える課題の解決に向けて、最大限の効果が見込める取組 
・学校のこれまでの取組・実施体制、地域の実情、県内での普及等 
・学区撤廃後を含め、公立高校の在り方検討や今後の事業展開を見据えた取組 
 

（３） 本県の教育・社会が目指す未来への展望（課題設定） 
① 人材育成・地域経済のさらなる発展に向けて 
・将来的な労働力確保とミスマッチの解消による、一人一人が輝ける適材適所の推進 
・新たな価値を切り拓く人材の育成による、主要産業の強化と次世代産業の創出 
 

② 高校教育・理数教育のさらなる充実に向けて 
・専門高校の高度化・魅力化と理数教育の底上げによる、生徒の「学びたい」の実現 
・デジタルの力を最大限に活かし、どこにいても質の高い学びを実現できる環境づくり 
 

③ 若者の夢を地域でかなえる連携の強化 
・地元企業で働くイメージの醸成と、若者が「ここで挑戦したい」と思える環境づくり 
・大学・高専・企業・地域との連携による、地域全体で次世代を支え育てる仕組みの構築 
 

④ 本事業で描く未来のグランドデザイン 
・改革先導拠点を核とした教育内容の転換と新たな学びの確立 
・教育・雇用・経済の好循環の創出による、持続可能な地域社会の実現 
・地域の将来を支え、自ら未来を切り拓く人材の育成 

 
（４） 申請に向けた検討等 
・県教委と知事部局によるプロジェクト推進体制 
・有識者や企業等へのヒアリングを通じた実務的な検討 

    
（５） 申請スケジュール 
  令和８年５月１５日 国への申請締切 
  令和８年６月下旬 国から採択発表（予定） 
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［教育委員会］

【令和８年度当初予算額　20,000千円】

　高校生の個性の伸長や主体性の涵養を通じ、将来、地域社会を支える人材を育成するため、
学びの深化に資する教育内容の充実や、より実践的な教育プログラムの展開等、
高校教育のさらなる特色化・魅力化に向けた意欲溢れる学校の取組を支援する。

【１】普通科改革・高度化（西部・南部圏域の拠点となる高校の充実等）：4,030千円
　将来の医療分野･教育分野を支える人材育成や、学力向上を牽引する取組等を支援

【２】地域・大学・産業界との連携による探究活動の深化：11,750千円
　多様な主体との連携・協働による課題解決型学習を通じ、探究活動のさらなる深化･充実を図る
取組を支援

【３】地域唯一の高校の存続に向けた魅力化：1,660千円
　地元市町と連携し、地域資源を活用した特色化・魅力化の取組や広報活動を行い、
県内外から進学する高校づくりを推進するとともに、「地域みらい留学」参画に対する補助を実施

　補助対象：全国募集を実施している県立高校が所在する市町、補助率：１／２

【４】地域社会が求める産業人材育成のための専門高校の充実強化：1,000千円
　地域社会の維持発展に必要な産業人材育成に向けて、企業や大学等と連携し、実践的な指導を実施

【５】事業費の内訳
　・補助金：660千円　
　・事務費：19,340千円

高校教育特色化・魅力化推進スタートアップ事業

お問い合わせ先：教育創生課（088-621-3153)、高校教育課（088-621-3054）

新

（第５回在り方会議資料）

6


